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憲法九条と解釈・変遷・改正
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日本国憲法制定にあたって、政府は、九条は一切の戦争を放棄し、一切の戦力(すなわち軍事力)の保持を禁
止したと説明した。また、当時の憲法の教科書も、九条をそのような内容のものとして説明し、そうした意味で、日本国憲法を人類史上画期的な平和憲法であると説明した。こうした日本国憲法が、敗戦にうちひしがれていた当時の日本国民に大いなる希望と勇気を与え、また、戦争で失われた道義を回復するうえで、少なからず寄与たのではないかと推測される。しかし こうした憲法の存在にもかかわらず、わが には、憲法制定以来、常に強大な軍事力が存在しつづけた。このため わが国は 憲法 現実との間に存在する矛盾ないし空隙にどのように対応すべきかという課題にーとりわけ自衛隊が創設された一九五六年以後 
直面することになった。そして、
i
その対応の仕方ないし方法と て、①九条の解釈を変更する方法、②憲法変遷 法理を援用する方法、①九条を改正する方法、④日米安全保障条約を解消 、自衛隊 廃止 ことにより現実を憲 に適合させ などが主張されたが、これまでは、国会と政府 より、解釈の変更によって対応する方法が採用されてきた。そして  
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〈論 説〉
最近では、憲法改正の方法も検討されるようになってきている。このように、今日、我々は、右のいずれの方法を選択すべきかの決定を迫られつつあるようである。そこで、以下では、この問題について、若干の私見を交えつつ、検討したいと思う。
九条と解釈
周知のように、九条と現実との聞に存在する矛盾ないし空隙に対して、国会と政府は、これまでは、解釈
の変更によって対応してきた。し し、果たして、解釈によって、軍事力の保持を合憲とする とは許されるのであろうか。この問題に対する回答 ひとつには、どのような解釈方法を採用するかに依存している。
一般に、憲法の解釈方法としては、条文の文言や趣旨を重視して解釈する方法と、条文の文言に拘泥せずに弾
力的に解釈する方法があるが、日本国憲法下の学説では、一九七 
0
年代ごろまでは、少なくとも、九条に関して
は、前者の 方法が有力であった。そして、そこでは、自衛のためにせよ、軍事力の保持を認める解釈は、解釈の限界を超えるも (「 せ解釈」(清宮)) 、軍事力を保持するため は憲法改正 要すると説かれ、 たがって、解釈によって軍事力の保持を認める政府の対応 「解釈改憲」として厳しく批判された。これに対して、もうひとつの、条文の文言に拘泥 ずに弾力的に解釈する方法は、かつ 美濃部達吉に って明治憲法最大限自由主義的・立憲主義的に解釈するため 活用されたが、日本国憲法下 学説では、一九八 
0
年代以後有
力化しつつあるようである。そして、この解釈方法のもとでは、自衛 ための軍事力の保持を認める解釈は、解釈の限界内のもの|場合によっては正しい解釈ーとされ、したがっ 自衛のための軍事力を保持す ためには、憲法改正を要 ないと説かれてい ちなみに、九条についての「護憲」ということに いていえば、七 
0
年代
2 
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ごろまでの「護憲」とは、
一切の戦力の保持を禁止する九条を、憲法改正のみならず、解釈の変更からも護ると
いうものであったのに対して、八 
0
年代以後の「護憲」とは、右の意味の「護憲」のほか、自衛のための戦力の
l 2
保持
l
場合によっては、集団的自衛権の行使ーを認める九条を憲法改正から護るという意味の「護憲」をも含む
ものに変質してしまっていることが注意されなければならない。
ところで、今日有力となっている弾力的な解釈方法については、次のような長所 短所が指摘されている。
すなわち、長所としては、憲法に強靭な生命力を与えるということであぶ 
他方、短所あるいは問題点としては、
法の存在を結局のところ無意味にしてしまうおそれがある、 民 
私は、日本国憲法 
とくに人権
G
規定 
については、原則として、ある程度弾力的な解釈方法を採ることが適当であると考えている。しかし、憲
法の基本原理にかかわる規定についてその内容を根本的に変更す ような場合や、新しい国家目標を新に創設するような場合には、成文憲法主義の理念と日本国憲法が定める憲法改正手続の趣旨に照ら て、解釈の方法によることは許されず、憲法改正の方法によらなければならない 考えていお 
したがって、九条の内容を軍事力の
保持を認めていると変更 るような場合 は、憲法改正の方法によらなければ ら い になる。
九条と変遷
主として、  
一九六  
0
年代を中心にして、学説上、九条は変遷したかどうかが論議された。憲法変遷をめぐ
る論議は、今日ではほとんどみられなくなっているが、九条をめぐる論議 歴史 いて重要な位置を占めており、また、今後再燃する可能性もなくはないので、ここで簡単に説明 ておくこと する。
憲法変遷の観念は、 
・イエリネクに由来し、わが国には、明治憲法のもとで美濃部によって紹介され、
o o
o
l
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その後、日本国憲法のもとでは、六
0
年代を中心に、学説上ひろく使用されることになった。そこでは、同観念
は、主として、次のような意味で使用された。すなわち、違憲の実例(より正確にいえば、支配的学説や世論により違憲の疑いが強いと判断されたような実例 
たとえば、制定当時の自衛隊法とそれにもとづく自衛隊)が形成された
のち、当該実例が長期にわたって存続し、学説や判例、さらには国民によって憲法に反しないものとして承認されるようになった場合には、当該実例を基礎づけていた憲法の解釈(九条二項は、自衛のため必要最小限度の実力の保持を禁止していないとする解釈)が憲法規定(九条)の内容となり、そうした意味で、憲法の規定が、憲法改正が行わ たのと同じように実質上変更されるという事態を意味する言葉として使用された。
当時の学説では、右の意味での憲法変遷の観念(法解釈学的意味での憲法変遷ともいわれる)が日本国憲法のも
とで認められるかどうかをめぐって論議され 概して肯定説が有力であった。もっ も、肯定説も 日本国害
ω法
のも 憲法変遷の観念は認められるとしつつも、九条については、自衛隊 合憲性を学説や判例や大多数の
l
民がなお認めるにいたっていないか 、変遷は、進行しつつあ が完了していないと説いた。これ 対し 否
定説は、違憲の実例が長期間存続し、 りにそう た実例を学説や判例、さらには大多数の国民が承認したとし
ても、憲法の規定が同一であるかぎり、あくまでも違憲の が存続して るにすぎず、それによって憲法の規
定の内容までもが変更されるわけではないと説き、し がって、日本国憲法のもと は、憲法変遷と う観念自
体が認められないと主張した。

憲法変遷をめぐる以上の論議には、
いくつかの特徴があるが、ここでは、次の点だけを指摘しておくことにす
る。すなわち、肯定説も否定説 、とも 、九条は厳格に解釈されるべきであり、解釈によって自衛隊を合 とすることは、原則として許されないとする立場に こ であ 。そ 肯定 は、そうした基本的立
4 
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場のもとで、学説や判例、さらには国民による承認という要件が存在する場合にかぎって、例外的に憲法の規定の内容 変更 
実質的には、解釈の限界の変更ーを認めようとする立場であったといえる。ところで、人
0
年代
l
以後、憲法変遷をめぐる論議はほとんどみられなくなっている。その理由はいろいろ考えられるが、ひとつには、弾力的な解釈方法が有力となりつつあることによるものと推測される。というのも、弾力的な解釈方法のもとでは、解釈の変更によって時代や社会の要求にかなりの程度まで対応す ことができることになり、したがって、あえて憲法変遷の観念を援用する必要はなくなる らである。
私は、以下の理由から、日本国憲法のもとでは、憲法変遷の観念は認められるべきではないと考えている。
すなわち、第一に、肯定説にたった場合 憲法の内容が著しく不明瞭となり、立憲主義に照らして妥当で いらであり、第二に、もし、憲法変遷 完了について語ることができるような状況であれば、憲法改正手続を遵守して、明示的に憲法の規定を変更すること 憲法の趣旨に照らして妥当と判断されるからである。
九条と改正
近時、九条をめぐる改正論議が活発化しつつある。そこで、以下では、まず、これまでの憲法改正論議に見ら
れる特徴を素描し、その後、九条の改正の当否について検討することにしたい。
日本国憲法のもとでの憲法改正をめぐる論議には、いくつかの特徴がみられるが、そのひとつは、少なく
とも政治の表舞台では、憲法改正がほとんどもっぱら保守党の側から主張され きた、 いうことである。すなわち、保守党は、日本国憲法を 九条を含めて 自ら 内閣 もとで制定したにもかかわらず、憲法の基本的内容を積極的に支持していたわけではなかった。こうしたことから、一九五一年の占領の終了ととも 、「自主憲
四
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法」の制定をめざして「押しつけ憲法論」を展開し、天皇の元首化、自衛戦力の承認、基本的人権の制限の強化等、日本国憲法の全面的な改正を主張するにいたった。もっとも、憲法制定直後から七 
0
年代ごろまで、政治の
表舞台には登場しなかったが、学説上では、保守党の主張とは異なった内容の憲法改正の主張もみられた。たとえば、憲法制定直後の一九四九年には、東大憲法研究会によって、第一章を憲法 基本原理、第二章を基本的人権、第三章を象徴天皇に変更すること等を内容とする改正案が検討されていた。また、同年、辻清明 有倉遼吉等の政治学者や 学者らで構成された公法研究会によって、第一章に「人民主権の宣言を含む基本的人権の規定」を定めること、皇位の継承は国会の承認にもとづいて行われるものとするこ 、九条一項の「国際紛争解決の手段としては」を削除し 二項 「前項 目 を達成するため」を「如何なる目的のためにも」に改め、圧政に対する抵抗権を明文化すべきことなどが提唱されていた。このほか、社 主義や共産主義を目指す立場からする日本国憲法の根本的変更を展望する主張もみられお 
o
このように、一九七 
0
年代ごろまでは、政治の表舞台に
は登場しなかったもの 、学説上では「あるべき憲法像」が真撃に模索され、そうした観点から、今日と比べてはるかに多彩 憲法改正論議が|そうした多彩な論議をも許容する自由な雰囲気のもとで|活発に展開されていた。いずれ しても、日本国憲法 、 様 改 の主張にさらされつ も 今日ま 生き延びてき わけであるが、それは、何よりも、大多数の国民が日本国憲法の内容を基本的 支持してきたことによるものであった。
日本国憲法のもとでの改正論議にみられるもうひとつの特徴は、憲法九六条にいう「憲法改正」が、学説
やマスコミなどにお て、ほとんどもっぱら、害ゆ法の規定ないし条文自体 変更することという形式的意味で使用さ料、その結果、憲法の規定自体を変更する場合に 九六条所定の改正手続 遵守しなければ らないが、同
2 
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じ変更を解釈によって行う場合には、九六条所定の手続を遵守しないで行うことが許されるという、九六条の趣旨に反する考え方を生ぜしめてきたことである。こうした考え方が日本国憲法のも でとくに深刻な問題をもつことは、政府が憲法を実質的に変更しよう する場合には、憲法改正 困難であるという状況のもとで、違憲の疑いの強い既成事実を積み重ね、そのうえで憲法の解釈を変更するという、「解釈改憲」とよばれる手法をとってきたという事情を考えると、明らかであろう。こうしたことから 私は、九六条にいう「憲法改正」は、憲法の基本原理を維持しつつ、一定限度を超えた憲法規定の内容の変更を意味すると実質的 解すべきことを提唱してきた。そして、こ た立場からすれば、九六条は、憲法の基本原理 維持しつつ、一定限度を超えて憲法規定の内容を変更するような場合には、同条所定の手続を遵守し、かっ、憲法典の条項を変更(修正・削除・追加)して行わなければならな 、ということ 定めたも となり、それ故、九条の内容を根本的に変更する場合には、憲法改正の方法によら ければならないことになろう。
展望と課題
今日、九条に対して、どのように対応すべきであろうか。結論的にいえば、私は、九条は非武装規定として堅
持されるべきだと考える。その主 る理由は 以下の三点にあ 。第一に 九 が前提としている戦争観は基的に正しいこと、第二に、侵略戦争に対する反省の念は、今後ももち続けられるべきこと、そ 、第三に、九条は今後国際社会が目指すべき安全保障体制に適合した内容をもっていること、である。以下 臓を追って説明す る 。
憲法九条は、
一定の戦争観を前提として制定された。すなわち、憲法制定にさいし、政府は、九条は一切 
五
7 
〈論 説〉
の軍備の保持を禁止していると説明したが、その理由のひとつとして、害山法草案を起草した国務大臣幣原喜重郎は、帝国議会で、次のように述べている。一切の軍備の保持を禁止した九条を「夢のような理想」だとして「冷笑する者がいる」。しかし、「少し思慮のある者」ならば、科学技術の進歩により、「次回の世界戦争は一挙にして人類を木っ端微塵に粉砕するに至ることを予想せざるをえない」であろう。「今後更に大戦争の勃発するようなことがあってもーーー人類は生残ることができそうだというがごときーーこそ夢のような理想に子供らしい信頼をおくものにほかならない」。「或範囲内の武力制裁を合理化せんとするがご きは、過去における幾多の失敗を繰返す所以である。文明と戦争とは結局両立しえないもので り、文明 速やかに戦争を全滅しなければ、戦争が先ず文明を全滅することになるであろ切」と。こ 幣原の言葉は、核兵器 みならず、想像を絶する生物化学兵器 開発されるにいたっている今日において、一層強く妥当するよ に思われる。し しながら、 日の戦争のすべて 壊滅的結果をも ら ことにな わけではない と、また、かり 壊滅的結果をもたらす可能性があるとしても、もし違法な侵略が行われた場合には、そうした違法な侵略に対しては断固戦うべきだとする主張を全くの誤りとし 斥けることは きない からす と、現代におけ 戦争 性質だけから非武装規定 しての九条を根拠づけることはできないように思われ 。
2
九条は、わが国が侵略戦争を行ったことに対する反省として制定されたといわれている。もっとも、憲法
制定時の帝国議会で 審議では、侵略戦争 行った 対する反省の念は、必ずしも明確に表明されていたわけではなかった。しかし、九条は、少なくとも理念的 は、そ ような反省にもとづいて制定されたとみるべきであり、現実に、そう た反省の念 今後ももちつづけ なければならない。 か 、そうだと も、が国も主権国家として固有の自衛権があり また、政府は、国民の生命と安全を守る責務があ 以上、違法な侵 
8 
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略に対しては、軍事力をもって撃退する権利と義務があるという主張にも十分な理由があるように思われる。もっとも、自衛権の観念については、若干問題があるので、少し説明しておきたい。
自衛権とは、一般に、「外国からの急迫または現実の違法な侵害に対して、自国を防衛するために必要な一定
の実力を行使する権利」と定義され、すべての主権国家は、こうした自衛権を国家固有の権利として保持しており、こうした自衛権がある以上、その手段とし 軍事力を保持する権利があると説かれる場合がある。たしかに、一応そのようにいえ としても 重要なこ は、自衛 があるとい ことによって、国家が軍事力を保持しなければならないということには必ずしもなら い いうことである。 うのも、自衛権という観念は、国際法上原則として軍事力の行使が禁止され いる状況の とで 例外的に外国に対する軍事力の行使を根拠づける国際 の観念にすぎないからであ 。換言すれば、国際法上自衛権が しても、過去の経験にもとづいてある 家が、憲法により自衛権行使の手段と の軍事力を保持 ないという選択を ことは、法的に可能である。このように、自衛権の存在は、国家が軍事力を保持すべき を必ずしも根拠づけ わけで ない。し、他方で、政府には国民の生命と安全 守る責務があり、かっ 違法な侵略 可能性 完全に否定することができないという国際社会の現実がある以上、過去に侵略戦争 たという にもとづく反省の念のみ 非武装規定としての九条を十分に根拠づけることもできないように思われる。
非武装規定としての九条を堅持すべきだと考える基本的な理由は、九条が国際社会がめざすべき安全保障
方式に適合しているという点にある。すなわち、周知のように、近代においては、国家聞の紛争の解決は当事国に委ねられ、最終的には戦争(正義ないし自衛 戦争)に訴えるこ 認めら いた。しか 、こうした紛争の私的な処理方式は、第一次及び第二次大戦後 集団安全保障体制により根本的に変更されることに った。 
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もっとも、現行の国連憲章は、なお加盟国が固有の軍事力を保持することを前提としているほか、限定的にせよ、すべての加盟国に対して、「個別的又は集団的自衛の固有の権利」(憲章五一条)の行使を認めているという問題点をもっ。しかし こう た問題点があるにせよ、国際社会は、紛争を公的に処理するこ によって戦争を禁止する方向に向かっている とは確かであり 将来においては、すべての加盟国に対して固有の軍事力の保持を禁止するような、より高次の集団安全保障体制 形成される可能性も少なくないよう 思われる。私は、将来における国際社会の平和と安全を維持する方式として、こうした高次の集団安全保障体制が目指さ べきだと考えているが、そうした立場にたった場合、非武装規定としての九条はこうした に適合した内容 ものとなり、そうした意味で堅持されるべきものだと考える。これ 対して、それぞれの国家が固有の軍事力を保持することによって自国と国際社会の平和と安全を維持するという安全保障方式こそ将来にお ても目指さ べき目標だと考えるならば、九条は改正されるべきであろう。
ところで、以上のように、九条は非武装規定として堅持されるべきだとした場合、九条は、わが国がめざ
すべき目標を定めた規定としての性質をもち、こうした目標に公権力は拘束されることになる。 わち、わ国の政治部門(国会及び内閣)は 率先 て、高次の集団安全保障体制の形成に向けて積極 に努力し、九条の目指す目標を実現する責務を負うことにな 。しかし い まで なく、国連憲章が定め 現在の集団安全保障体制は、実際の運用においてのみならず、憲章上において なお高次の集団安全保障体制と 程遠 ものでありまた、世界のほとんどの国が固有 軍事力を保持 こと よって自国の安全と 際社会の平和を維持しよ としており のみならず、違法な侵略はおよそ起こりえないと断言できる状況にはない いうの 今日 国際社会の現実であることを考慮 ると、 民の生命 安全 何よりも保障すべ 責務を負って る国会 内閣が、九条
4 
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の理念を直ちに実現する責務を負っていると解することは妥当ではないであろう。換言すれば、現実の国際情勢のもとで、九条が定める目標を実現するにあたりどのような措置を講ずべきかの選択については、政治部門(国会と内閣)にある程度の裁量が認められざ をえないように思われる。もっとも、このように、九条が定める目標を実現するにあたり、政治部門にある程度の裁量が認められるとしても、大切なことは、ひと には、九条はたんなる政治規範あるいはプログラム規定とみられるべきではなく、国の措置が裁量の逸脱・濫用 みざるをえないよう 場合には、当該措置は九条に照らして違憲と判断され、そうした意味で 九条は裁判規範としての性質をもっということである。そして、もうひとつには、今日の国際情勢 もとで、九条の目標が直ちに実現されえないのだとしても、当該目標が正 いと判断され 場合には、解釈あるいは改正のいずれによるにせよ、そした目標は変更されるべきで ない、ということである。
九条を以上のように解した場合、そうした九条が、たんなる政治的マニフェストあるいはプログラム規定
に堕することなく、政治部門を拘束する法規範でありつづけ ためには、なによりも 国民の聞に、将来の安全保障方式として高次の集団安全保障体制が目指され、したがって、非武装を定め 九条は正しい目標を定めているということについてのコンセンサスがひろく形成 るこ 不可欠の条件となろう。そして、そうしたコンセンサスが形成され、九条が憲法改正の対象とならなくなったとき 、日本国憲法 深化発展 せる方向で 憲法改正(たとえば、環境保全条項の採用)を行う条件が形成されることにな ように思われる。
( 1 )
伊藤正己は、次のように述べている。「憲法と社会の要請との間の空隙を埋める正式の方法は憲法改正であり、場合にょっ
ては、この正式の方法によって憲法を改めていかねばならないこともありうる。しかし、憲法改正は、硬性憲法にあっては 
5 
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手続的な困難があるし、政治的紛争を生ずる可能性もあって、事実上避けられることも少なくない。したがって、憲法を弾力的・流動的に解釈運用することによって、この空隙を埋めるのが適当であることがきわめて多い。そのような運用によって支えられた憲法がむしろ強靭な生命力をもちうることは、アメリカ連邦憲法の歴史の示す ころである。日本国憲法にあっても、流動する解釈運用によってそれ 生きた憲法として働かしめる努力が必要である 思われる」(憲法(三版)(一九九五)八九頁)。
O
( 2 ) 	
宮沢俊義は、次のように述べている。「便法の易きにつくことは、法の解釈は無限であるという命題を、文字通り、承認す
ることで、法の解釈の邪道であるのみならず 結局 おい 法 解釈の存在を、したがって法の存在を無意味にしてしまうおそれがある」(憲法論集(一九七八)四七三頁)。
( 3 )
この点の詳細については、岩間・憲法破致の概念(二 
二)四四  
頁以下を参照していただきたい。
( 4 ) 	
伊藤は、「憲法の解釈運用を弾力的に行うことができるとする立場をとると、憲法の変遷という現象の生ずることはほとん
ど考えられない」 述べている(前掲書九 頁)。
( 5 ) 	
東京大学憲法研究会(註解日本国憲法を執筆したメンバー 構成されていた)の改正案では、本文で紹介した編別の変更
のほか、天皇の内閣総理大臣及び最高裁判所長官の任命権(六条)と国会召集権及び衆議院解散権(七条)の削除、大臣いう名称は「封建的君臣関係を象徴する名称」であるから他の表現に変更すべきこと等が提案されていた(「憲法改正の諸問題」法学協会雑誌六七巻一号(一九四九)一頁以下
( 6 )
法律時報一二巻四号(一九四九)五六頁以下。
( 7 )
たとえば、影山日出弥は、「マルクス主義 
H
史的唯物論に基礎をおく原理論」の形成をめざしつつ(現代憲法学の理論(一
OO
九六七)二 
頁)、「支配階級」を除いた「人民」に国家権力を帰属させる「人民主権」への展望を行っていた(憲法の基礎
理論(一九七五)一三五頁)。また、当時の憲法学界では、日本国憲法を「ブルジョア民主主義憲法」として位置づけつつ社会主義憲法や共産主義憲法への移行を展望す 見解が少なからず主張されていた
O
( 8 ) 	
たとえば、代表的教科書は、「憲法改正とは、成典 中の条項の修正・削除および追加をなし、あ は、別に条項を設
けて、もとの憲法典を増補することによって、憲法に意識的に変改を加える行為をいう」と定義している(清宮四郎・  
12 
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-〔第三版〕(一九七九)三八六頁)。
( 9 )
岩間「憲法改正」憲法諸相と改憲論(吉田先生古希記念論集)(二 
七)四三頁以下。
(叩)清水伸編著・逐条日本国憲法審議録(増訂版)第二巻(一九七六)一一一ーー一一一一頁。(日)こうした九条の性質は、二五条と類似している。すなわち、二五条は、すべての国民に健康で文化的な最低限度の生活を
保障することを国の責務としている。しかし、国のこの責務の履行は財政状態に依存せざるをえない以上、問責務を履行するためにどのような措置を講ずるかについて、政治部門にある程度の裁量が認められざるをえず、国の財政状態の悪化により当該責務をかりに果たすことができなかったと ても、そうした状態をもって直ち 違憲と断ずることは妥当ではないであろうし、二五条が定める目標を変更すべきだということにはならないであろう。ちなみ 、堀木訴訟上告審判決(最大判昭和五七・七・七民集三六巻七号二コ二五頁)は、二五条が定める目標の具体化にあたって、立法府にひろい裁量を認めているが、しかし、立法府が裁量権を濫用したよう 場合には二五条に照 て違憲となる可能性を認めており、そうした意味で、二五条に裁判規範としての性質 認めている。 お、以上の点からすれば、九条は、ドイツでいう国家目標規定に類似した性質をもってい とみることができる。ドイツにおけ 国家目標規定については、ヴィンフリ
1
ト・ブロ  
ム(大橋
洋一訳)「社会的基本権と憲法 おける国家 規定」自治研究  
巻五号(一九九四)五九頁以下、同七号二九頁以下、浅
川千尋「最近のドイツにおける社会的基本権 社会的国家目標規定をめぐる議論 ついて」現代国家の制度と人権(一九九七)四四八頁以下、岡田裕光「ドイツの国家目標規定について 関西大学法学論集五 
巻四号(二 
000)
三四頁以下、桑
原勇進「国家目標規定「環境保護』」東海法学二八号(二 
OO
二)三五頁以下、岡田利幸「ドイツ憲法における『環境保護の
国家目標規定』の制定過程」ドイツ憲法 例研究会編・未来志向の憲法論 二 
一)二二三頁以下を参照。
(ロ)日本国憲法は、上述した平和主義のほか、基本的人権尊重主義や国民主権主義という「人類普遍の原理」を採用しており
これらの諸 理は、将来にわたって護りつづ られなければならない。しかし、同時に こ た基本原理を維持しつつ、必要に応じて、解釈によるほか、憲法改正の方法によって憲法を深化発展させることも大切な である。戦後の護憲 法
O
OO
学の代表者の一人である小林直樹は、戦後のわが国の護憲運動は保守派の憲法改正は阻止してき が、「改憲を前提とする政策の定立には極め 消極的であった」と指摘しつつ 急速に展開 現代 要請に対応し 憲法の根本理念 より適合
OO
O
l
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ては、岩間「環境保全と日本国憲法」(ドイツ憲法判例研究会編・人間・科学技術・環境(一九九九)一二九頁以下)。また、
年のあいだに、日本国民のあいだに定着したとい
O
した政策を樹て、必要ならば憲法改正を積極的に計ることが、民主的な国民の課題となる」と説き、憲法改正を要する政策的検討のテ 
l
マとして、環境権を挙げているが(「憲法政策論序説 
」法律時報六二巻四号(一九九
I
四九|五  
頁)、私
O
は、こうした小林の見解を基本的に正しいと考えている(日本国憲法に環境保全条項を採用すべきだとする私の立場につい宮沢は、一九七八年に、次のように述べている。「日本国憲法は、過去三われる。ーしかし、憲法を『尊重し擁護する義務』という表看板はそのままにしておき がら、その下でたくみに憲法をもぐるならわしも生まれつつあるようである。憲法を裏からもぐるよりは、ほん うに改正の必要な点があれば、表からその改正を唱え ほうがいい。そ ことを憲法は教えていると思う」宮沢俊義 芦部信喜補訂)・全訂日本国憲法(一 七人)「全訂版はしがき」二頁。
OO
O
【追記】本稿は、二 
七 年 一  
月二二日に千葉大学法経学部の公開講座で行った講演に若干の加筆をし、注を付したも
のである。
O )
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